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　　　　　　　　　　　　　　　　　　判例紹介
対テロ戦争と人権一グアンタナモの被拘束者をめぐるアメリカ合央国連邦最高裁の判断
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I　はじめに
　2001年9月11日・アメリカ合衆国（以下・「合衆国」）で発生した同時多発テロ事件（以下、
「9・II事件」）を引き起こした国際テロ組織、アルカイダおよび同組織を庇護するアフガニス
タン・タリパン政権を標的とした合衆国軍主体の攻撃に伴い、．複数の者が捕らえられた。
2002年1月以降・捕ら左られた者の一部はキューバにある合衆国のグアンタナモ（G㎜箇㎜m〕
海軍基地内に作られた収容施設に収監され、今日にいたる（以下、本稿では、これらの者を
「グァンタナモの被拘東者」または「被拘東者」とい・う）1。合衆国政府はグアンタナモの被拘
1本稿で紹介する連邦最高裁判決の法廷意見は、合衆国政府の調査からおよそ640人の外国人が拘束下にあると
　している。R躬u］v・趾冒h，124S・α・2‘呂6，訓2690｛2004〕［h酊巳i皿刮f傲R餉皿1〔S岬祀皿巳Oou血〕1、また、アムネスティー。
インタ丁ナショナルのプレス・リリースが・2003年1肋3日に報じたところによれぱ、‘OO人以上（その国籍は
40を越兄る〕の者が拘束されそいた。＾㎜田帥佗m帥io皿刮1P肥甜R巳1田肥：US＾＝㎝e牌o皿一1he1明副11imb。。f山己
○岨皿苗n曲血皿d巳面i冊齪o伽1in岨乱刮h［｝1〃web・苦m皿田｝lor虫且i－n的pH皿｝AMR51002200ヨ？Op帥Do［皿me耐｛1餉t可i舌i佗d　o皿
J皿皿岬25，1O05〕一
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束者を「敵戦闘員」（㎝巳myoom出丑伽t）と呼称する1㌔敵戦闘員とは・①タリバン政権軍構成
員、②アルカイ・ダ構成員、③タリバンまたはアルカイダと連携し合衆国またはその同盟国に
対して敵対行為に従事している組織の構成員、④①、②、③のいずれかを支援する者のこと
である’。合衆国政府は拘束の目的として第1に目下の対テロ戦争ヨが続いていろかぎり敵戦
闘員が合衆国への敵対行為に再び参加することを阻止、あわせて情報を収集し有利に作戦を
展開すること、第2に「戦争犯罪」を犯した敵戦闘員を軍事委員会（Mi1i肚y　Commi畠；ion）由に
よる審理に付すことにあるとしている「”。
グアンタナモの被拘束者はこれまで合衆国の法律家などの援助を通じてその身柄の釈放を
，U．S．D叩耐m巳耐ofDE硅皿肥，肋olSh直創，Ou帥・砧肛mD剖且i冊聞｛Fobu正皿｝1ヨ，2004〕趾
　h廿Pl〃ww．def帥舵1i廿。mi1畑剛Ap正！OO榊200仙晩皿丑．Pd町帖・t可…彗i硅donJ帥岨岬25，2㎝5〕匝冊i皿・f値・肋1Sh凱
　○岨耐砧皿mo　D剖衙in己冊］．
ヨ合衆国議会が制定した法律の規定の中に「敵戦闘貝」（巳n』皿｝．［o皿b帥帥t〕ということぱを見出すことはできな
　い。J筍n岬S．M趾ti鵬■，H刮mdi　v－R皿m冒｛巴1d，U－S－S叩祀冊Cou血d昔oi舌io皿祀呈皿di皿呂」皿dioi刮1肥vi巴w　o“剖en－ion　ofU，S．
　［ili肥π咀E皿巴m｝oo皿b刮帥［，A而直h蜆皿］ou正ml　ofIn蛇m肛一〇皿刮1L丑w｛h巳祀i咄丑町A・］・I・L・〕，VoL9呂（20脾〕，p・7雪5・しか
　L、第2次・此界大戦中、ナチスドイッの指令によって合衆国本土に上陸し、破壊工作に従事しようとして捕ら
　えられたドイッ人工作員に対する軍事委員会（Mili帖町Com而i呈昌i㎝〕による審理の可否が争点となった連邦最
　高裁の判決において敵戦闘員ということばが使用されてい糺臥pヨ血Quihn，ヨ17U，S，1，且1ヨ1〔1942〕口1冊㎞雌町
　Qu吊nl、合衆国政府は、本判決を根拠としてグアンタナモ基地内の施設の被拘束者を敵戦闘員と呼んでい糺
4Memo冊nd皿m　fmm　P且皿1Wol～oi屹，D印口甘S昔o耐趾｝of　Def㎝肥，to　Hlo　Soo祀舳I｝of　N酬1口uly7，20n4〕〔一10rd酊
　E冒幅bli昌hi血呂Co皿b刮帥tS帖1u雪R帥iew　THbun刮1一・〕帥
　h岬：〃www，d己龍m昌1ink．mi1｛o冊昌’ju12004拙20040707祀｝i昔w．pdfO冊1可i昌i－od　o皿1ヨnu曲口25．2005〕［h昔祀in訂廿巳正CSRT
　0rdo正1，岬咀．丑．この定義には、その帰属のいかんを問わず、敵武装勢力を支援するために敵対行為に従事する
　者または敵武装勢力を支援するために敵対行為に直接的な援助をする者が含まれる。1甘
ヨ「戦争」が国家間の武力紛争を指すものであることを前提に、合衆国が戦争（w町〕ということぱを使用して
　いることについて考えると、合衆国軍を主体としたアフガニスタン攻撃を契機として合衆国とタリパン政権の
　支配するアワガニスタンとの間で戦争が生じたということを国際法上適法に説明できるとLても、テロ組織と
　いう私的な集団との間に戦争が生じていると説明することにおいて国際法学者の見解の一致をみいだすことは
　容易ではない（A1肛inpd1剖，No，皿1i畠i苫皿o1W酊，Mi1且ble刮Eum岬甲Jo皿m丑1ofIn佗m帥io咄1L舳Di呂㎝朋i㎝ro…m＝
　Th巴A廿帥k　o皿冊筥Wo－1d　T咀d巳C信n喧r1阯盟1Re叩㎝舵葭一前h岬1〃ww一直jiLo地正o正um＿WTC畑一p巴11創上1m叩冊廿vi彗i帖d
　on1且n岨岬25．2005］．）。その意味で対テロ戦争ということばは国際法上の術語としては適切でないか、または
　今だ確立していないと評価でき糺しかし、このことぱは、9・11事件以後の国際社会の動向を主導してきた
　多分に政治的なメッセージ性を有してい石ことばであるということはできる。
百軍事委貝会については、熊谷卓「誰がテロリストを裁くのか？一合衆国軍事委員会と国際人権法一π新潟国
　際情報大学」1清報文化学部紀要』第6号｛200ヨ年〕師一101頁を参照されたい。
一冊ol　Sh蛸，O皿㎜廿丘冊mn　D餉㎞田誼，帥p咄m屹2；Mi1it岬Ord昔f0fNo冊mb肛1ヨ，2001＝D剖帥tio叫丁冊血1帥一，皿d　Tri』
　ofC芒血inNon－C肚舵血昌in　th昔W町A煕i耐丁肌o｛m，祀pri皿佗d　in1皿値耐刮ioml』囲1M刮蛇由1呂，Vo1－41（2002〕，p－252et’
　舵且・
語2004年7月7日現在、15名の被拘束者が軍事委員会の審理対象として指名さ枠た。D叩舳m㎝t　of　D巳f巴n冊，
　Ou甜n甫冊mo　D直抽i日舵P而＝齪舵雪，帥hl｝＝〃w岬w．d巴fon冊］i皿k．mi1加直洲’D砒2004他20041”卵ro‘冊苫一p’町1舶t｝i昌i屹d　on
　1刮m岬25．2005〕［he祀1冊脆rO一舳岳皿品皿oD巴固in帥Pro舵盟齪］・これらのうち・ウサマ・ピンラディ・ンのポディー
　ガード兼ドライバーでもあるイエメン人、本稿で紹介する判決の一方当事者であるHiok舌を含む4人に対して実
　際に軍事委員会を設置L、審理に入ることが決定された。D叩舳m㎝l　of　Def㎝昌o，Ch肌星E　Sh制里，帥
　肚tp＝〃ww甲．d筍fe而冊］ink、加刊加巴w昌∫Nov2004此h皿r呂o＿宙h舵帖。h一而i｛1餉［Ψi彗i蛇d　o皿J丑n皿副町25．2005〕［hE祀imf値r　Ch趾呈巴
　趾田曲1．
ヨ2004年11月宮日、コロンピア地区連邦地方裁判所は、’前注で述べたイエメン人被拘束者に対して審理を行って
　いた軍事委貝会手続きがその構造上、合衆国が当事国と在ってい石1949年の捕虜の待遇に関するジュネープ条
　約によO．求められる保障を同人’に付与Lていない点において違法であるとLて、その審理の中止を命ずる判決
　を下Lている。N筍il＾．阯wi呂，U．S．」皿d胆H出W肛一CHme冊o1訓Ou帥侑皿㎜o，Th巴Nw　YbTkT㎞齪，No冊mb趾，，
　2004，副h岬＝〃WWW．n｝廿im帥．OO〃「グアンタナモ基地　軍事法廷は違法　米連邦地裁判決」別04年1一月10日付け
　；毎日新剛朝刊。
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求める訴えを合衆国連邦裁判所宛てに提起してきた。その判断は下級審レベルに凱｛て分か
れていたがへ．2㎝4年6月28日、連邦最高裁は、オーストラリア国籍、クウェート国籍の被拘
東者からの訴えについて連邦裁判所の管轄権を肯定する判断を下した。本判決はプッシュ政
権の対テロリズム対策に村して司法府が下した判断として注目すべきものであったといえよ
う・本稿では最高裁がどのような判断を下したのか紹介する。
皿　訴訟経過
　2002年2月19日、イギリス国籍の被拘束者、Sh曲fiqR刮呂皿1，A冒削φ刮およびオーストラリア国
籍の被拘束者、D且vid　Hiok冒ならヴにR且畠皿1の母親、1φ苧1およびHiok畠の父親は、グアンタナモ
での拘束は合衆国憲法第5，I4修正、国際法などた照らして違法であるとし、’R且昌咀1らの解放
を率め・コロンビア地区連邦地方裁判所に対して人身保護令状発付を求める請求を行った1’・’コ。
　また、2002年5月1日、12人のクウェート国籍の被拍東者の家族が、グアンタナモでの拘束
を・合衆国憲法第5修正・外国人不法行為法（AIie皿ToItα且im昌Aとt）（合衆国法典第28編第
1350条）などに照らして違法だとし、①被拘束者と家族の面会の許可、②拘夫理由の開示、
③弁護人の選択・接見1ヨの許可などを求め、．同じくコロンピア地区連邦地方裁判所｝こ対して
予備的差止命令および本案的差止命令の発付を求める訴えを起こした■』。
　R冊u1らおよびクウェート人の訴えの類似性が考慮され、この2つのケースは併合審理され
ることになったljo
　控訴審段階では、さらに、オーストラリア国籍の被拘束者Habibからなされた、前記2つの
ケースと同様の訴因に基づく人身保護令状発付の請求も併合審理されることとなった“。
lO下級審判例については・熊谷卓「判倒紹介　テロりストと人身保護講求の可否一グアンタナモの被抽束著に
　関する5つの裁判例から」二新潟国際情報大学情報文化学部紀要」第7号｛2004年〕l19－159頁、大沢秀介「ア
　メリカのテロ対策と人権問題」r国際問題」第526号（皿04年1月〕57－59頁を参照されたい。
11R且珊’w・B皿宝h・2’5F・Su叩・2d55・剖叩・D・C・別。2〕咋・舳甘・餉甲㈹。1曲；・1・・1・・・・…，1・岬・・
　11ヨ4，前I137｛D．O．Cii200ヨ〕肚自祀㎞出肛A］Odヨh（oi皿皿i舳o皿血〕］．
1ヨなお、2004年ヨ月中旬、イギリス国籍のR副昌ulおよびIφ且1は拘束を解かれ、同国に送還されたので、上告審に
　おいて講求を継続したのは、Hiok昌に加え、・本文で後述するもう1人のオーストラリア国籍のHobi眈らびに12
　人のクウェート人である。
1ヨ’なお、初めて被拘束者として弁護士による接見が許されたのは、オiストラりア国籍のD冊id　Hiok冒である。
　同入は200ヨ年12月に拘束からほぽ2年を経て接見を許可されれ「グアンタ’ナモ米海軍基地　弁謹士が初接見
　米同時多発テロ　豪容疑者に許可」200ヨ年12月25日付け干毎日新聞」（朝刊〕。R田u1（S叩皿皿巴Cou血〕，。岬用皿o佗
　1，虹26，1皿．5，
14R咀u］｛di昌出otoo皿i〕，岨岬抽no佗11，趾5畠一62．
1ヨ　〃．，副t5呂、
］｛＾10d軸吐o皿i1・o耐〕，帥岬m屹n，帥11ヨ7、
一12「一
　訴えを提起したこれらの被拘束者は次のように、アルカイダまたはその他のテロ組織との
関わりを否定していれR且昌u1は留学先のパキスタンにおいて合衆国に反抗する集団により拉
致され｛I占b且1は結婚のため訪れていたパキスタンにおいて同じく合衆国に反抗する集団によ
り拉致されたと主張していた1㌔Hiok冒は目的がはっきりしないながらも拘束時アフガニスタ
ンに滞在していたと主張していた1㌔クウェート人被拘束者は、人道援助活動に従事するた
．めに滞在していたアフガニス．タンまたはパキスタンで9．l1事件後賞金稼ぎを目的とする地域
住民によって捕らえら九たと主張していたlo．Ha冊は、自已の仕事および子女の教育機関を
探すために滞在していたパキスタンで同国当局により拘東されたと主張していた珊。
　・これに対して・合衆国政府は・訴えを提起したこれらの被拘束者が合衆国へのテロ行為1こ
関与した敵戦闘員であると申し立てていた11。
　連邦地裁および連邦高裁は彼らが’「敵戦闘員」に該当Lないとの前提で審理を行った加。
その上で、連邦地裁は管轄権の欠如を理由に被拘東者側の主張を斥け、連邦高裁も地裁の判
断を維持した。2003年11月10日・．連邦最高裁は被拘東者から出されていた裁量上訴の訴え加
を受理する決定を下したコ㌔審理の対象は「合衆国の裁判所は、敵対行為との関連で外国で
捕らえられ｛キュ⊥バ、グアンタナモ海軍基地に収容される外国人の拘束の合法性をめぐる
紛争を取り上げる管轄権を欠くか否か」田とされた。
　以下、連邦最高裁がどのような判断を下Lたのか、みてみることにする。
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皿　判旨
1　Stev厘ns裁判官の法廷意見頸
　（1〕序　本件では、合衆国の裁判所は、敵対行為との関連で外国で捕らえられ、キューバ、
グアンタナモ海軍基地に収春される外国人の拘束の合棲牲をめぐる紛争を取り上げる管酷権
を欠くか否かという限定的であるが重要な問題が提示される（2690）。
　200I年9月11日・テロ組織．アルカイダの構成員が4機の民間航空機をハイジャックし、それ
らの航空機をミサイルとし合衆国のターゲッ・トに対する攻撃を行った。これら4つの攻撃のう
ちIつは航空機の乗客の英雄的行動により阻止されたが、残りの攻撃によりおよそ3000人の無
宰の市民が犠牲になった・合衆国議会は、テロ攻撃を計画、指令、実行もしくは支援したと
大統領牟判断する国家・組織もしくは人またはこれらの組織・人を匿う国家、組織もしくは
人に対して必要かつ適切なすべての力を行使することを大統領に授権する合同決議を可決し
た・コ㌔この決議に基づき、大統領はアフガニスタンに軍隊を派遣し、アルカイダおよびタリ
バン政権に対して軍事行動を開始した（2690〕。
　本件において訴えを提起しているのは合衆国とタリパン政権との間の敵対行為の継続中、
合衆国外で捕らえられた・2名のオーストラリア国民とI2名のクウユニト’国民である。2002年
の初頭以来・合衆国軍は彼らをグアンタナモの海軍基地に拘束してきた。合衆国は米西戦争
の後・新たに独立Lたキューバ共和国と締結した1903年の租借協定を根拠に同国の南東に位
置する45マイル四方の土地と海域から構成される基地を占有している。．同協定に基づき、’一
方で合衆国はこの土地と海域に対してキューバ芙和国が継続して究極的な主権（皿1士im且te
；ov巳肥i帥｝）を行使することを認め・他方でキューバ共和国は本協定に基づく合衆国の駐屯期
間中合衆国が当該領域に対して完全な管轄権と支配権（oomplete　j皿H冒dio廿on　md　oo皿troI）を行
使することに同意している朋。1934年、2カ国は、同協定の修正まえは廃棄に関し合意に達す
る場合は別として合衆国牟グアンタナキ海章基地を放棄しない問・同協定は有効に存続する
との条約を緒結し牟’（2690－2691〕四。
．…i法廷意見には、O’Co㎜皿r，Kem的、Sou1臥O㎞苫bur星、B祀阻ら4人の裁判官が同調しえ。なお、Kem的裁判
　官は同意意見を執筆している（熊谷〕。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
2川皿1R削1・1i。血！。＾皿冊。H舳舳阯冊肥・。fU皿i舵dS胞値昌A㎜洲。肥畠呈A囲i皿呂m。舵R曲岬ib冊・冊出。。。t．
　A廿帥k；L刮皿皿ol1出＾囲in畠“h巴Uni値d　S曲値畠｛PublioL窩w1O一」旧，l15S．刮．224〕．
朋L眺的th畠U’距dS1帥・1肌帥d昌i咀肚且f。・C舳皿呂帥州帥且1S固i。咀畠，r巴b．1石一2ヨ，190ヨ，u．S．一C．b乱，副・．皿，TS，
　No・41君（h胱io甘蛇∫190ヨレ肚目A騨m巴・O．
四丁閉｝B乱w冊皿fh昔U血値d　S耐田ofAmeH曲㎜d　Cub固D前皿in呂］］1eirR直1帥i㎝舌，M町コ9，1兜｛，趾［．皿，4畠S1副、1冊2，．
　I6呂ヨ肺e祀im冊酊19ヨ4丁祀乱岬〕．
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　2002隼・上告人はグアンタナモにおける拘束の合法性を争う訴ネをコロンビア地区連邦地
華に提起’しむそのいずれも・合衆国に敵対する戦闘員であったこと1まないことまたはいか
なるテロ行為にも関与してごなかったことを主張する。彼らはまた自分逢がいかなろ犯罪の
嫌疑でも告発されていないこと、弁護人との接見を許されていないこと帥または裁判所に対
するアクセスを提供されていないことを主張する（2691X
　（2〕人身保護令状　議会は、連邦地裁に対して「その管轄権内において」（within　theiI
正e冒p㏄tive　j咀ri畠砒缶㎝呂）、「憲法または合衆国の法律もしくは条約に反して拘束されている」と
主張する者からの人身保護令状発付の請求を審理する権限を与えている（2692）‘㌧
　しかし、人身俣護令状は、制定法に先んじ、我々のコモンローの真髄に深く根ざしている。
数世紀前にイギリス法に現われた人身保護令状は、各植民地が独立を勝ち取る頃までにはコ
モンローの伝統として必要ネ可欠なものとなり、〔合衆国〕憲法上も明示の承認を受けたので
ある（2692）。
　ここ200年、制定法上人身保護令状の適用範囲は拡大してきている。しかし、人身保護令状
は行政府による身柄の拘東の合法性を審査する手段として役立ってきたということが、その
歴史における核心であり、また、令状による保護が最も強カセあったのはまさにこの文脈に
おいてであるヨ㌔人身保護令状の〔このような〕史的目的にたがわず、連邦最高裁は平時の
みならず、戦時における拘束について、南北戦争時、軍事施設の破壊を企図したアメリカ人
からの令状発付の請求を審理する管轄権および開戦宣言のあった戦争．〔第2次世界大戦〕中に
犯された戦争犯罪のため有罪とされ合衆国国内において拘束下にあった敵性外国人からの令
状発付の讃求を審理する管轄権を認めた（2692－2693）甜。
　〔さて〕現在㌔当法廷が岡われている問題は・．合衆国の「究極的な主権」は及ばないが・完
全かつ排他的な管轄権が及んでいる領域内において・行政府の拘束下にある外国人の拘束の合
法性を司法府は審査する．ことができるかどう牟ということである（2693⊇。
　（3〕合衆国法典第28編第2241条　被上告人の主要な主張は、管轄権上の問題に対する解
答はEi冒㎝舳g己I事件での最高裁判決頸甜から引き出されるというものである。同事件において
ヨOただし、Hiok畠は弁謹人と接見することが許されるようになうた。
ヨ12壇U．S．C．，§§224π品〕，（o〕〔ヨ〕．
兜Im■．St．CW，53ヨU．S．2冨9，且tヨOl｛2001〕．
ヨヨE岬血巴Mi11i呂㎜，4W皿11．2｛1呂66〕；QuiH皿，岬拙oo蛇ヨ．
ヨ41ohmo皿v．Ei語帥血乱畠己f，ヨヨ9U－S－7舶｛1950〕正h巳祀i皿出肛Ei舵皿廿閉島冊（S叩肥m巴Co皿廿〕］．
ヨ5以下、本判決を「旧i咀㎝血騨最高裁判決」と略称する（熊谷〕。
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本裁判所は、申国に展開していた合衆国軍により捕らえられ、南京に本部のあった合衆国軍
事委員会により戦争犯罪の廉で有罪の宣告を受け、その後占領下ドイツ内のランズベルク刑・
務所において収監されていた2I人のドイツ国民には令状発付を求める資格はないと判示した。
本裁判所は・6つの核心的事実、すなわち、ドイツ人が①敵性外国人で②合衆国に居住または
滞在した経験がなく③合衆国領域外で捕らえられ、’戦争捕虜として軍の拘束下に置かれ④領
域外で犯された戦争法違反により⑤合衆国外に設置された軍事委員会により審理され、有罪
を宣告され⑥常時合衆国外で拘東されていたこと、を考慮し、人身保護令状の発付を求める
権利如憲法上あると判断した連邦高裁判決冊を破棄したのであった（26gヨ）。
　〔これに対Lて〕本件における上告人は①合衆国と戦争状態の国家の国民ではない②合衆国
に対する侵略行為に荷担したことはないと主張している③宥罪宣告はおろか起訴もされてい
ない・裁判所へのアクセスも閉ざされている④合衆国の排他的な管轄権・と支配権の及ぶ場所
で2年以上拘束されているという諸点でEi呂㎝tT副g研最高裁判決での請求者たるドイッ人とは異
なる　　（2693）。
　本件上告人とドイッ人の間に処遇上の相違があっただけではない。E’冨㎝腕ger最高裁判決は
上記6つの事実が憲法上令状発付を求める権利があるかどうかにのみ関わる・ことを明確にして
いた（強調は本判決）。同判決はドイツ人に令状発付を求める資格が岳蛙法上あるかどうかに
ついてはほとんど言及しなかった（強調は本判決）（2694）。
　1ヨi冒㎝廿a雷巳丁最高裁判決が卿定法上の管轄権の問題についてほとんど言及しなかった理由は、
同判決が下された時期を考えると理解できる。Ei呂㎝t祀g趾事件のドイツ人が請求を開始し2ヶ
月がたろた時点で・’・本裁判所は・退去強制命令発付後ニューヨ・一ク・エリス島に収容されて
いた120名gドイッ人が命令執行回避を求めてコロンビア地区連邦地裁に人身保護令状発付の
請求をした事件につき・令状発付に関する当時の制定法の文言、「その管轄権内において」
（withi皿theiI祀叩eotiv巳j皿H冒dio廿㎝呂）をして、請求を提起した裁判所の土地管轄権内に諸求者が’
存在していることが要求されるものと解釈．し、ドイツ人の請求’を斥けたコ川。〔もっとも〕．
Ahr㎝冒判決は、合衆国のいかなる裁判所の管轄権内にも含まれない地に拘束されている者か
らの請求という問題については留保した。しかし、Ah肥m判決の反対意見も指摘するように、
所与の連邦裁判所の土地管轄権内における請求者の存在が管轄権行使の絶対条件であるとす
ヨ‘・月i昌舳乱騨・・ro冊苫1颪1，174F2d961，前962①、C，Ci・194，〕、
ヨーAh祀皿苫可・C1趾k。ヨヨ5U－S．1畠呂，帥191－19ヨ｛194品〕［he肥in且冊帥＾h祀m］、
瑚以下、本判決を「舳π帥畠判決」と略称する（熊谷〕。．
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ると、看守者と請求者が同」の裁判所の管轄権下にない場合に生じるギャップを埋めるには、
後者のいる場所を管轄する裁判所が令状を発付できるかどうかということを別途考慮しなけ
ればならなくなる’（2694）。
　Ei呂㎝肋g巴丁事件で運邦地裁はA㎞en畠判決に従い、ドイツ人の講求を斥けた。たしかに連邦高
裁は地裁の判断を破棄したが、AhI㎝冨判決の制定法解釈に則り、裁判所が管轄権を持たない
ことは黙示的に認めていた。その代わり、．運邦高裁は、憲法第1条第9節第2項上請求者には令
状発付を求める権利があると判断した。上告審で本裁判所は憲法上も請求者には令状発付を
求める権利はないと判断した（2694）。
　しかし、その後の判例である．B祀d㎝v．ヨOthJ皿dioi』Ch㎝itC㎝廿ofKソ．，410U．S．4呂4（1973〕咀
は、「人身保護令状は、救済を求めている被拘束者1こ対してではなく、違法と主張される拘束
状態に彼を置いている人物に対して働きかける」、「看守者（㎝呂todi早n）に令状送達を通じ二て
到達できるかぎり」合衆国法典第2呂編第2241条にいう「その管轄権内において」裁判所は職
務を遂行している・ことになる、したがって、制定法上、裁判所の土地管轄権内における被拘
東者の存在は令状発付に際・しての不変の条件ではないと珊、Ah正㎝畠判決と異なる判断を下し
れBr且den判決で本裁判所はAhr㎝目判決からの自已の逸脱の正当化を、「この〔すなわ・ち、’
AhI㎝彗〕判決の生命の継続に多大な影響を与えてきた」その後の判例の展開に求めている
（2694－2695）。
　〔こうして〕BIad㎝判決は、Ei昌㎝血ag酊最高裁判決を導くに至った制定法上の基礎（副且t咀tory
pエedio舳一〇跳㎝甘且ger1昌ho1di㎎）を覆した。・そのため、本件の上告人に対して合衆国法典第2島
編第224I条の下・管轄権を行使することカ油i畠e耐祀ger最高裁判決の法理から妨げられることは
ない’（2695）’。
　．（4）被拘束者は合衆国の領域管轄権内’に所在する　被上告人は、制定法はそのような意図
があきらかに示されてないかぎり、領域外的に適用されえないというアメリカ法の確立し・た
原則からも、合衆国法典第28編’第2241条の限界を導くことができると主張する・㌧たしかに、
この原則の影響は強力であろう。しかし、合衆国の「領域管轄権」内に拘東されている者に
関して、令状発付を規律する制定法が作用する珪合、この原則は適用されない｝。キューバ
ヨ，以下、本判決を「1ヨ祀d帥判決」と略称す華（熊谷）。
柵嘔冊donv．301h　Judioi肛1Ci正ou廿Cou血ofK｝．，4mU、．S，4ヨ4，出494495｛1卯ヨ〕［h巳正in抽肛B冊d巳皿］．
41旧旧OC｝一A咀bimAm巴ri田皿Oil　Co一，499U．S．四4，帥24ヨ（199一〕．．
4，Folo｝田正o舌．，1oo．v，Fi1趾do．ヨヨ6U，S，2呂1，趾2宮5（1949〕．
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との条卸の明示の文言に基づき、合衆国はグアンタナモ基地に対して「完全な管轄権と支配
権」を合衆国の望む期間行使できる一㌔〔他方で〕被上告人自ら、令状発付を規律する制定法
が基地内で拘束されたアメリカ人については裁判所に管轄権を付与することを認やている。
制定法上・拘束下にある者がアメリカ人か外国人かで区別されるとは考えられない。．議会も
被拘束者の国籍に応じて制定法の地理的適用範囲に相違を加えようとしていたとは考え．られ
ない。基地内で托東されている外国人も合衆国法典第28編第2241条に従い連邦姦判所に令状
発付の請求を．する権利を有する（2696）。
　（5）’コモンロー上の先例　グアンタナモ基地で拘東されている者に人身保護令状発付に関
する制定法を適用することは、令状の歴史的適用範囲とも合致する。なぜならコモンロLの
歴史に照らせば、’人身保’護令状の適用範囲は王が実際に行使する管轄権または権腹
（dominion）の性質1．程度という実体上の尺度によって決まるということがあきらかであるか
ら．である　（2696－2697）一㌔
　（6・〕結論　本件の当事者いずれも連邦地裁の管轄権が上告人の看守者に及んでいることに
疑いを持たない。合衆国法典第2苧編第2241条の下では看守者のみが裁判所の管轄権内に所在
することが求められる。したがって、・・当法廷は、第2241条上、グアンタナモ基地での拘東状
況の合法性に対する異議申立てを運邦地裁が取り上げることは詐容されると判示する（2698）。
　（7〕合衆国法典第28編第2241条以外に依拠する訴え　上告人は自已に対する拘束の合法
性を人身保護令状の発付という形式以外の根拠（合衆国法典第28編第1331条、同第1ヨ50条）
においても争っているが・グアンタナモにおいて軍事的な拘東下にある外国人であるという
上告人の地位がその．よ＝うな請求を妨げることはない（2698－2699）。．．
　（8〕本判決の射程　本件での問題は、その主張たよればなんら違法なことせずして行政府
によりおそらく無期限に拘束さ．れている者の状態が合法であるか否かを決定する管轄権が連
邦裁判所にはあるかどうかというこ．とだけである。したがって、・被上告人が上告人の本案上
の請求に対して措置をとるべきか・およびその場合どのような措置をとるべきかについて、
当法廷は意見を提示しない（2699）。
　原審の判断を．破棄L、本件を連邦地裁に差．し戻す（2699）。
岨”03L閉舵＾呂祀o而筍皿t，冊p咄皿o帖2呂，趾一。皿；1兜4丁祀o｝，；叩用皿o蛇29，町t．皿．．
糾廠岬血e　Mwe町軋口貼O］一Q」ヨー別1，刮ヨOヨ（C・A一〕｛L□出E冊耐h直d，M．R．〕．
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2　Kennedy裁判官同意意見
　小職は結論において法廷意見に同意する。しかし、〔反対意見を執筆した〕SC副1i品裁判官の
指摘するように、法廷意見のBmd巴n判決またはEi昌㎝㍍且壇er最高裁判決に関する解釈は妥当とは
思われない。Ei昌㎝tm壇巳I最高裁判決の枠組みに従うことが正しい道であると考える（2699）。
　Ei畠㎝廿且geT事件で、被拘束者は合衆国外で捕らえられ拘東された敵性外国人であったことお
よび管轄権の行使は我が国の軍事政策に明白に宥害な効果を与えるだろうことという理由の
ために、適切にも問題は行政府に委ねられ、被拘束者の言青求を取り上げる裁判所の管轄権は
ないとされた（2700）。
　〔その意味で〕Ei昌㎝廿苗壇e撮高裁判決は・戸法府の介入を許さない・政治部門が関与すべき
軍事上の事項があることを提示した。〔しかし〕たとえ軍事上の事項に関係したとしても、司’
法府は不法な拘束から人を保護する権隈と責任があるということも同判決の自然なコロラリ
ーである（2700）。
　本件の事実は、次の5つの核心的な点でEi冒㎝t岨geI事件での状況と異なる。第1に、グアンタ
ナモ湾はあらゆる実際的な点で合衆国領域と変わりない、かつ、戦闘地域から遼く離れてい
る、第2に、・基地内の被拘束者が無期限に、かつ、その地位決定のためのなんら法的な手続き’
も受けずして拘束されているということである。手続きがないかぎり、友人も敵も同様に拘
束されるままそある。戦闘地域で拘東された者を数週問にかぎってなんら司法的措置もなく
拘束しておくことは軍事上の必要性から許容されるかもしれない。しかし、．それ以上の拘束
は正当化しがたい（2700）。
　小職は、グアンタナモ湾の地位および正式審理以前の段階での無期限の拘東に照らすと、
連邦裁判所は本件に関し管轄権を及ぽすことが許容されると考え乱このようなアプロ」チ
に従うかぎり、合衆国外に所在する者の請求を判断する制定法上の権限が常にあるというこ
とを回避でき糺以上の理由から、小職は法廷意見に同意する（2701几
3　So創ia裁判官の反対意見珊
　（1）合衆国法典第28編第2241条　本件において上告人は、憲法それのみにより管轄権が
根拠づけられるとは主張していない。したがって、本件は法廷意見がおよそ顧みなかった合
珀反対意見を執筆Lたのは・So刮1i昔裁判合であり・それに早h閉叩i副主席裁判官およびThom朋裁判官が同調Lた
　｛熊谷〕。
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衆国法典第28編第2241条あ間題となる。第2241条、第2242条の臨釈としては、いずれかの連
邦裁判所が被拘束者に対して土地管轄権を有している三とが必要である。本件についていえ
ば・法廷意見も認めるようにグナンタナモ基地に囚われている者はいずれの合衆国連邦裁判
所の土地管轄権内には存在しない。本件はこの時点で終わりであるといってよい（270I〕。
　法廷意見は本裁判所のその後の判例を通じて「そあ管轄権内において」という文言にはグ
ロス（glo目畠）が塗られてきており・そして上告人からの請求は許容されるとする。しかし、
そうではない。唯一参賄．すぺきEi畠巴皿1丁旦壇er最高裁判決は正反対のことをいう（制定法もそうで
ある㌧しかし・本件に対する同判決のインプリケーションを十分に理解するためには、
Ahen冒判決およびB冊d㎝判準についても議論する必要があろ（2702）。
　A㎞㎝目判決では・管車害権内に看守者が存在することそれのみでは不十分であると判示され
た。そうであるとして・いかなる裁判所の管轄権内にもない者がどのような手続きをとるこ
とガできるかどうかという間題は留保され・その間題（本件での問題でもある）は、非米国
市民につき1ヨi昌㎝舳geI最高裁判決において解決された（2702）。
　［法廷意見の判示のごとく〕A上皿㎝昌判決はB咀den判決によってその効力を失ったと・はいえな
い。なぜなら、状況が異なるからセある。Bエ旦de皿判決は、アラバマ州において拘束下にあっ
た者の請求に関わる・講求者は・自己に対するケンタッキー州下の公訴の提起に異議を申し
立て、起訴後の手続がなされるケンタッキー州ρ裁判所を相手取り、ケンタッキー州におい
て人身保護令状発付の講求をした。本裁判所は、ケンタッキー州が抑留令状（det丑ine正〕を
〔請求者たる〕1…咀denに対して発付し・アラバマ州がケンタッキー州の代理人として、令状を
執行したことをもって・請求者は拘束†にあると判示した。本裁判所は、物理的にはアラバ
マ州において拘東されているが、ケンタッキニ州による抑留令状に異議を申立てている
B祀d㎝の請求にっいてその管轄権1辛ケンタッキー州にあると判示した。B咀d㎝判決において
本裁判所は・「本件では上記のように請求者はアラバマ州において拘束されている、しかし≒
争いはケンタッキー少r■との間のものであり・．アラバマ州とのそれではない・このような卒況
において停Ahrgm判決の法理を適用し・訴えをアラバマ州において提起すべしとすることは
なんら有益ではない」軸と判示し・Ah祀n冒判決が確立した一般原則とBr旦den判決において裁判
研が直面した状況が異なることを注意深く提示したのである（2704〕。
　〔’したがって〕B冊d㎝判決は、ある人物が合衆国内の複数の裁判所の管轄権（juTi；diotio、呈）
蝸日祀d昔n．杣口冊m値40，趾49宮一499、
一129一
下で拘束されている場合、当該人物は、人身保護令状発付の諸求を、自己を物理的に拘東す・
る地を管轄する裁判所ではなく、その他の法的拘束に土地管轄権を及ぼしている裁判所にお
いて請求できるという命題を認めたということにすぎない。このような場合を除き、Bmd㎝
判決は、Ah祀皿畠判決、したがって、固昌巳nt咀ge撮高裁判決の法理を縮減しな・い。本件のように
目下の物理的拘束が問題である・場合、Ei冒㎝tmg趾最高裁判決の法理が疑いなく優越する
（2704－2705）。
　（2）対テ□戦争への影響　法廷意見は、令状送達を通じて看守者に到達できるかぎりにお
いて制定法上の文言「その管轄権内において」に合致して連邦地裁は行為することになると
判示したが、この判旨は国外に所在する外国人に適用されるかぎり．において息を飲むような
結果をも．たらす。グアンタナモだけで600人以上が拘束されており・その他の地にも多く・の被
拘東者が存在する。法廷意見の影響から、その多くが訴えを提起することは必至である。立
て続く請求は本案喫階で容易に処理されるであろうとの心地よい保証から、連邦裁判所の管
轄権の前例ない拡大が緩和されることは断じてない。戦争努力をくじき、敵を利し、現地指’’
揮官の指揮をくじくこととなるこれらの講求をみとめることはできないとの早i；㎝tra豊巳I最高裁
判決の警句叩を今日・の気楽な法廷意見は省みなかったのだろうか（2706－2707）。
　（3〕グアンタナモに関する法廷意見　法廷意見は、〔被上告人の依拠する〕制定法は碑外
適用されないという原則を否定するために、第1に、Ig03年協定および1934年条約の文言の下、
合衆国はグアンタナモ基地に対して完全な管轄権と支配権を望むのであれば恒久的に行使す
ることができることを強調する。しかし、1903年協定は、租借され牟地域の究極的主権は依
然としてキューバにあることを明示に認めている。また、行政府は上記協定と条約があった
としてもグアンタナモが合衆国の主権的領域とはならないと断言している（270呂L・
　〔しかも〕法廷意見は、主権を伴わない「管轄権と支配権」が何故に、グアンタナモ
（eno1帥e〕をLて、国内法の適用上、合衆国領域と同一視可能なものとさせるのか説明してい
ない。法廷意見の論理に従えば、アフガニスタンやイラクにも含法・的な武力行使を通じて管
轄権と支配権が行使されているかぎりにおいて、合衆国法の適用が許され乱主権ではなく
管轄権と支配権が基準であるとするならば、ランズベルク刑務所のドイツ人も合衆国法の適
用下であらたはずである（2708）。
　国内法はグアンタナモに適用されるとの命題の根拠として法廷意見が提示Lた第2の、そし
岬i舵皿血明昔・lS叩肥冊C州・珊岬m値ヨ4・日t77苧’η9・
一「30一
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て最後の理由は、グアンタナモのアメ’リカ人には人身保護令状去請求する管轄権があると訟
務長官が認めたことである。〔これを踏まえ、〕法廷意見は、制定法が拘束下にある者がアメ
リカ人かあるいは外国人かで区別しているとは考えられない。議会も被拘灸者の国籍に応じ
て制定捧の地理的適用範囲に相違を加えようとしていたとは考えられないとした。しかし、・
被拘東者が合衆国国民である場合には管轄棒が及ぶであろうとの訟務長官の発言の根拠は、
グアンタナモの特別な地位とは辛ったく関係がない。すなわち・合衆国国民は彼らをとりま
く憲法上の環境ρために人身保護令状を規律する制定法に関してより広範囲な権利を有する。
本裁判所は・このことを固畠㎝廿且ge率高裁判決を含む判例において認めてきた。法廷意見6第
2の理由は説得力を持たない（270宮）。
　（4）コモンロー上の先例　法廷意見の援用する諸判決はいずれもその主張を裏付けるもの
ではない（270冨一2710）。
．以上、グアンタナモに関する法廷意見の見解は、合衆国法典第28編第2241条に関するその
見解と同様に、先例の曲解に他ならない（2710）；
　法廷意見に反対する（2711）。
lV　解説
　1　グアンタナモg．被拘束者と目s昌n町目ger事件の被拘東者との状況的相違　先に見たよう．
に、法廷意見は、被上告人たる合衆国政府が件拠し’、下級審判例岬も依拠したEi章。皿t．age。最高
裁判決によっても上告人の人身保護令状発付の講求は妨げられることはな’いと結論づけた。
なぜなら、その理由として法廷意見は、まず、本件がEi冒巴皿血且ger最高裁判決と区別される複数
の事情を攻のように提示したからである。
第1に・法廷意早では上告人が合衆国と蛙争状態にあ網家の軍民七はないことが指摘きれ
る・㌔他方でEi舵ntra聾er事件で訴えを提起していたドイツ人は・合衆国と戦争状態にある因家
の国民と．して敵性外国人と認定されていた珊。
　第2に・法廷意見では上告人が①合衆国に対寺る侵略行為に荷担したことはないと主張して
いること、②有罪宣告はもちろん起訴もされていない、裁判所へのアクセスも閉ざされてい
4咀R酬曲帥・i。［。。耐〕，珊p蛆m値11；川Od帥㎞・砧。。・血〕，岬蛆m喧11．
靱R餉皿1（Sup祀血E　Cou∫O，舳p蛆no喧1，帥269ヨ．
50Ei舵皿帖明甘（Sup祀m目Cou血〕，畠up咀皿o蛇ヨ4，帥7‘9皿．2、
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ることが指摘されるjl。他方でEi呂㎝血刮g巴I事件で訴えを提起・していたドイツ人は、合衆国に対
する敵対行為の廉で．告発され、軍事委貝会による審理に付され、有罪宣告を受けていた嗣。
なお・上告人が告発または有罪宣告を経ずにいたということが・合窄国に対する敵対行為へ’
の上告人の従事という被上告人の主張を法廷意見が受け入れなかっ・た理由であるとする見解
がある田。
　第3に、．法廷意見では上告人は合衆国の排他的な管轄権と支配権の及ぶ場所で2年以上拘束
されていることが指摘される胴。この点、法廷意見はEi呂㎝榊g研事件で訴えを提起していたド
イツ人の拘東地であるランズベルク刑務所と’グアンタナモ基地との実質的相違を考慮したも
のと’いってよい。
　以上のように法廷意見は、上告人とEi昌e呵tr昭eI事件における被拘束者の聞の状況的相違につ
いて指摘するものの、これらの状況的相違は、合衆国憲法上、上告人が人身保護令状発付を
求める権禾■」があるかどうかという点にのみ関わることを指摘する’由。その意味で、以下にみ
るように法廷意見の論旨の展開の重点が、制定法の解釈に移っていく頸点で法廷意見は、こ
の状況的相違をそれほど重視しなかったといってよい帥。
　2　制定法上、グアンタナ干基地の被拘束者に令状発付は許容されるか　次いで、法廷意
見は、人身保護令状発付を規律する制定法（合衆国法典第2呂編第2241条）にいうrその管轄・
権内において」田という文言の解釈についての検討に移る。法廷意見は、Ei昌㎝廿且g酊最高裁判
決を導くに至った制定法解釈の基礎がI94君年のA㎞㎝呂判決甜にあ・るとした上で冊、197ヨ年の
B咀de皿判決．において’「．人身保護令状は、救済を求めている被拘束者に対してではなく、違法
と主張さ牝る拘束状態に彼を置いている人物に’対’して働・きかける」、「看守者に令状送達を通
一旧2一
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じて到達できるかぎり合衆国法典第28編第2241条にいう「そあ管轄権内において」裁判所
は職務を遂行しそいることになる’、したがって、制定法上、裁判所の土地管轄権内における
被拘束者の物理的存在は令状発付に際しての不変の条件ではないと判示制されたことをとら
えて・本件の上告人に対して制定法上管轄権を行使することが妨げられることはないとした蜆。
　3　本判決の射程　法廷意見が認めたのは、上告人たる被拘束者による合衆国連邦地方裁
判所への提訴権に限定され乱したがって、上告人が、身柄の解放を最終的に認め’られるか
どうかについ巾今後？司法判断を待たなければならない肥・とは1・え・法廷意見は、平時
においてはもちろんいわゆる戦時にお’いてもまた、被害者の国籍のいかんを問わず、窓意的
な拘束に対する最終的なセーフガードとして司法府が役割を果たすことを再確認したものと
いえる．砧；’
　4　身柄拘東審査委員会　本判決の1週間後、合衆国国防総省はグアンタナモ基地に収容さ
れている者の身柄拘束の正当性を個別に検証するための審査委員会（Comb且t㎜t　S血t㎜呂ReΨi巴w
Tri出㎜乱1畠）を誤置することを発表した曲。この審査委員会は、対象となる被拘束者の逮捕、拘
束、尋問または敵戦闘員としての認定になんら関わりを持たない3名の将校（そのうちの1名
は法務官でなければならない）によって構成される古㌔もはや敵戦闘貝と分類するに値しな
いとされた被拘東者は釈放されることになる苗㌧ただし、審査委員会が設置された2004年8月
以降200享年1月19日までの期間、330人の被拘東者につき審査委員会が設置されたが、これら
のうち敵戦闘員と認定されなかった者は3人にすぎない甜。
　2005年1月25日脱稿
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